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組 織 運 営 
 

Ⅰ．理事会及び総会の開催 

 

  ◎ 理事会の開催 

  

第１回理事会（書面決議） 

          理事会の決議があったものとみなされた日： 

令和５年４月２８日（金） 

          理事会の決議があったものとみなされた事項の内容： 

第４９回定時総会における上程議案の承認の件 

１号議案 令和４年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 令和５年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 役員の改選に関する件 

 

  第２回理事会 

          日 時：令和５年５月２５日（木）１４時～１４時２５分 

          場 所：アジア会館２階会議室 

          議 事 

１号議案 令和４年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 役員の改選に関する件 

 

第３回理事会 

          日 時：令和６年３月５日（火）１４時～１５時３０分 

          場 所：アジア会館３階会議室 

          議 事 

１号議案 令和５年度事業報告、決算報告に関する件（第３四半期） 

２号議案 令和６年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 創立５０周年記念事業の実施に関する件 

４号議案 役員等の損害賠償保険の導入に関する件 

５号議案 定款変更（役員等の損害賠償責任の免除及び役員等の責任 

限定契約の追加）に関する件 

 

  ◎ 総会の開催 

 

      定時総会（第４９回） 

            日 時：令和５年５月２５日（木）１４時２５分から１５時 

          場 所：アジア会館２階会議室 

          議 事 

１号議案 令和４年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 令和５年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 役員の改選に関する件 
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Ⅱ．会員 

 

 

正    会    員 

 

                                         （令和 6 年 3月 31日現在、50 音順） 

   

 (株)ア イ ・ テ ィ ・ ビ ・ エ ス               荒川区西日暮里５－１１－８ 
 
 (一財) ア ジ ア 会 館 港区赤坂８－１０－３２ 
 
(株) ア ル フ ァ イ ン テ ル   港区西新橋１－２０－１０ 

 
  イ カ リ 消 毒               (株) 新宿区新宿４－３－２５ 
 
ＮＳファーファ・ジャパン(株) 中央区新川１－２４－１ 
 

  大 塚 薬 品 工 業               (株) 豊島区西池袋３－２５－１５ 
 
  (一社) 太 平 洋 協 会   港区赤坂８－１０－３２ 
 
  (一社) 日 本 貿 易 会 千代田区霞が関３－２－１ 
 
  日本貿易振興機構アジア経済研究所 千葉市美浜区若葉３－２－２ 
 
  (公財) 農 村 更 生 協 会 中央区日本橋２－１－１６ 
 
マ ル コ ー フ ー ズ (株) 深谷市新戒６９７－１ 
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特    別    会    員 

 

                                           （令和 6年 3 月 31 日現在、50 音順） 

 

井 佐 彰 洋   海外農業開発協会事務局長 

大 熊 幹 章   元森林総合研究所理事長 

片 倉 和 人   農と人とくらし研究センター代表理事 

河 津  司    日本貿易会専務理事 

佐 藤 貞 茂   アルファインテル代表取締役 

佐 藤 雅 俊   東京大学名誉教授 

品 田 正 道   元農村更生協会会長 

瀬 井 冨 雄   アイ・ティ・ビ・エス代表取締役 

髙 橋 藤 雄   元大阪学院大学国際学部教授 

田 中 聡 司   大塚薬品工業代表取締役社長 

豊 原 秀 和   元東京農業大学副学長 

成 田 道 胤   北秋田市合川日中友好交流協会顧問 
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Ⅲ．役員 

 
 

理    事  ・  監    事 

                                   

                          （令和 6 年 3月 31 日現在、50 音順） 

 

理  事  長    豊 原 秀 和  元東京農業大学副学長 

専務理事    井 佐 彰 洋  海外農業開発協会事務局長 

       理     事    安 藤 洋 子     アジア会館専務理事 

    〃    猪 熊 幸 二  NSファーファ・ジャパン相談役 

    〃    片 倉 和 人  農と人とくらし研究センター代表理事 

          〃             瀬 井 冨 雄     アイ・ティ・ビ・エス代表取締役 

〃    田 中 聡 司  大塚薬品工業代表取締役社長 

監     事    佐 藤 貞 茂  アルファインテル代表取締役 

  〃    佐 藤 雅 俊  東京大学名誉教授 

 



 - 5 - 

事 業 内 容 
 

Ⅰ．交流推進事業 

 

(１) 情報の収集・整備及び提供 

 

①  開発途上諸国の農業関連資料及び市場志向型協力、栄養改善や国内農業・農村振興、都

市農地の活用、医福食農連携、SDGs 等に関する情報を収集し、会員はじめ「相談室」の

要請に備えた。 

 

②  ホームページによる情報発信を行った。 

 

③  「相談室 海外農業開発」に寄せられた投資、商品開発、技術指導、専門家派遣等の問い

合わせに対し、役職員、専門委員が対応した。野菜加工事業運営、栽培技術者の派遣、ア

ジア地域の野菜の国内生産、国内新規就農など。 

 

（２）「中国農業委員会」の活動 

 

八ヶ岳農業実践大学校の帰国研修員らと立ち上げたグループ SNS（登録人数 30 人）

を通じ、双方向でビジネス・時事・文化等の情報交換を行った。 

協会創立 50周年事業に向けて帰国研修員の参画可能性について意見交換した。 

 

（３）「熱帯野鼠対策委員会」の活動 

 

① 野鼠防除専門家の派遣 

国際協力機構筑波センターで実施中の稲作研修コースに専門家を派遣した。 

講 師：熱帯野鼠対策委員会 常任委員 小泉亮子氏 

講 義：鼠の生態的特性と防除 

月 日：8月 14 日／稲作技術向上(普及員)コース A   

8 月 9 日／稲作技術向上(普及員)コース B 

 

② 協会創立 50周年事業への参画可能性について意見交換した。 

 

（４）「専門委員会」の活動 

 

民間・政府機関からの専門家の派遣要請に応じられる体制を維持し、協会事務局と情報

交換した。「相談室 海外農業開発」に寄せられる事案に対応した。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ. 政府機関・民間企業等受託事業 
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（１）調査・研究事業 

 

   ＜ 国際協力機構 ＞ 

A. ウガンダ コメ振興プロジェクト フェーズ２にコメの生産性向上と輸入米に匹敵する品質

の米生産強化を行うため、稲作技術分野（チーフアドバイザー／連携促進／コメ振興）

の専門家を派遣した。 

派遣予定期間 ：2022年 4 月 15 日～2024 年 3月 31 日 

第 1 回派遣期間：2022年 4 月 15 日～2023 年 3月 18 日 

第 2 回派遣期間：2023年 4 月 14 日～2024 年 3月 31 日 

 

B. ケニア国 小規模農民組織強化・アグリビジネス振興プロジェクトに SHEP アプローチに

基づく栽培技術研修及び教材の改善点を提案するため園芸栽培・普及分野の専門家を派

遣した。 

契約期間：2022年 11月 8 日～2025年 3 月 14 日 

1 年次派遣期間：2023年 1 月 4 日～2 月 26 日（54日） 

2 年次派遣期間：2024年 1 月 7 日～2 月 25 日（50日） 

 

C. エチオピア国市場志向型小規模園芸農業推進プロジェクトフェーズ２に市場志向型の農業

普及を促進するため園芸生産分野の専門家を派遣した。 

    契約期間：2023年 12月 19 日～2024年 2月 22 日     

    派遣期間：2024年 1 月 10 日～2 月 8日（30 日） 

 

 

＜ 民間企業等 ＞ 

 

A. 一般財団法人日本国際協力センターからの依頼に応じ、植物品種保護制度の導入及び優良

新品種・高品質種子の利用コースの研修員に対し,「SHEP 普及員研修コースにおける農

業・地域振興と品種試験について」と題する講義を行った。 

 

B. 公益財団法人国際労働財団の要請に応じ、同財団がラオス、ネパールで立ち上げた Agri

プロジェクトに専門家を派遣し SHEP アプローチによるプロジェクト運営を主導した。 

ラオス派遣期間 ：2023年 12月 4 日～12月 9 日（6 日） 

ネパール派遣期間：2023年 12月 10 日～12月 15日（6 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）受入研修事業 
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   ＜ 国際協力機構 ＞ 

 

A．2022年度稲作技術向上(普及員)(B)コース【2年次：仏語コース】 

指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 

実施期間：2023年 3月 13 日～11月 10日 

契約期間：2023年 2月 7日～2024年 1 月 25 日 

対象国 ：ベナン、ブルンジ、コンゴ共和国、コンゴ民主共和国、ギニア 

研修員 ：7名 

 

B．2022年度市場志向型農業振興（普及員）コース【2 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：市場志向型野菜栽培技術に関する実験・実習 

実施期間：2023年 2月 14 日～2023年 12月 15 日 

契約期間：2023年 2月 1日～2024年 1 月 31 日 

対象国 ：バングラデシュ、ボツワナ、ガーナ、レソト、マラウイ、ナミビア、 

ナイジェリア、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエ 

研修員 ：12 名 

 

C．2022年度天水稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【1 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：陸稲品種の栽培・種子生産・品種選定・種子保存技術に関する実験・実習 

実施期間：2023年 3月 13 日～2023年 11 月 24 日 

契約期間：2023年 2月 13 日～2024年 2 月 28 日 

対象国 ：アンゴラ、ガーナ、リベリア、ナイジェリア、セネガル、シエラレオネ、

タンザニア、ウガンダ、ザンビア、エチオピア、ギニア 

研修員 ：12 名（コース途中で体調不良のため 1名帰国） 

 

D．2022年度稲作技術向上(普及員)(A)コース【3年次：英語コース】 

指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 

実施期間：2023年 3月 13 日～11月 10日 

契約期間：2023年 2月 6日～2024年 1 月 25 日 

対象国 ：エチオピア、ガーナ、リベリア、シエラレオネ、東ティモール、ウガンダ、

ザンビア 

研修員 ：10 名 

 

 

 

 

 

 

E．2023年度稲作技術向上(普及員)(A)コース【1年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 
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実施期間：2024年 3月 11 日～11月 29日 

契約期間：2023年 12月 22 日～2025年 1月 31 日 

対象国 ：カメルーン、エチオピア、ガンビア、ギニア、リベリア、マダガスカル、

マラウイ、フィリピン、ウガンダ 

研修員 ：10 名 

 

F．2023年度アフリカ地域市場志向型農業振興（普及員）コース【3 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：市場志向型野菜栽培技術に関する実験・実習 

実施期間：2024年 2月 13 日～2024年 12月 13 日 

契約期間：2024年 2月 9日～2025年 1 月 31 日 

対象国 ：ボツワナ、エチオピア、ガーナ、レソト、マラウイ、ナミビア、 

ナイジェリア、南スーダン、タンザニア、ウガンダ、ジンバブエ 

研修員 ：11 名 

 

G．2023年度天水稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【2 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：陸稲品種の栽培・種子生産・品種選定・種子保存技術に関する実験・実習 

実施期間：2024年 3月 11 日～2024年 11 月 26 日 

契約期間：2024年 2月 19 日～2025年 3 月 3日 

対象国 ：ガーナ、マラウイ、シエラレオネ、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、 

ギニア 

研修員 ：8名 

 

   ＜ 公益社団法人青年海外協力協会 ＞ 

 

昨年度に引き続き公益社団法人青年海外協力協会の要請に応じ、JICA 海外協力隊野

菜栽培隊員の課題別派遣前訓練を NPO 法人農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井

市）と連携して実施した。 

同法人の農場、施設及び地元集会所などを利用し、農業専門家・協力隊経験者による

講義（地域環境資源を利用した肥培管理と営農活動、熱帯地域における作物栽培の基礎、

農薬を使わずに野菜を作るための基礎知識）及び実習（野菜栽培の基礎技術、竹炭・籾

殻燻炭・ボカシ肥の作り方）で構成した。 

市による農業振興・就農者支援策の講義と市長表敬を組み込むことで地域社会との接

点を持ちながら進めた。 

 

2022年度第 4 回：2023年 4 月 4日～4月 6 日（3日）、4名 

2023年度第 1 回：2023年 7 月 5日～7月 7 日（3日）、5名 

2023年度第 2 回：2023年 9 月 20 日～9 月 22 日（3 日）、5 名 

2023年度第 3 回：2024年 12月 20 日～12月 22日（3 日）、8名 

Ⅲ．地域振興事業 

 

（収益事業としての地産商品開発） 

 NPO 法人農と人とくらし研究センター（長野県岡谷市）及び NPO 法人農と人を拓く学

び舎向志朋（千葉県白井市）と協働で商品化（栽培、加工、商品規格）したキクイモ粉末、
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キクイモチップス、エゴマ油を①協会ホームページ「地産商品ショップ KAKEHASHI」、

②東京農大発株式会社メルカード（世田谷キャンパス内）、直売所（我孫子市、白井市各

１ヵ所）で販売している。 

エゴマ油は、NPO 法人農と人を拓く学び舎向志朋が申請者となり、千葉県白井市のふ

るさと産品の認定を受けた。ふるさと納税返礼品登録に向けて準備中である。 

 

① NPO 法人農と人とくらし研究センター（長野県岡谷市）、甘楽富岡地域集落活性化協議

会（群馬県甘楽町）、NPO 法人武尊根 BASE（群馬県片品村）の活動に企画・運営の面

から協力した。 

 

② NPO 法人農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井市）において農業体験、農業研修、

担い手人材育成、耕作放棄地の活用と農業の推進、新規作物の導入（キャッサバ、ヤム

イモ、アマランサス、ハトムギなど）に取り組んだ。 

 

③ 海外の農業開発事業に携わった人材を国内農業の再構築に活用することが有効であると

の観点から、農村が求める人材ニーズとのマッチング、地域振興、人材育成の支援要請

に対応した。 

 

④ 地域おこし協力隊（旧田舎で働き隊）、JICA 海外協力隊参加希望者・帰国者、青年就農、

新規就農などで地方へ向かおうとする人材に対して情報提供、マッチング等の相談に応

じた。 

 

 

Ⅳ．外国人技能実習生受入れ事業 

 

令和 3 年 5 月 10 日、監理団体としての認可を受けてから現在まで、実習生の受入れ

実績はない。 

ベトナムの送出機関と協議し、外国人技能実習機構に対して送出機関の追加申請を行い

認可された。機構への年度事業報告、毎四半期外部監査、通訳人業務委託契約締結（タイ

語、ベトナム語）、タイ送出機関の在日タイ国大使館労働担当官事務所登録、役員変更届、

協会ホームページに技能実習生事業の掲載を行い、現在、監理団体許可有効期間更新申請

書を提出し手続き中である。 

10 月 26日、外国人技能実習機構による実地検査に対応した。 



                                                       　　  Ⅰ．正味財産増減計算書

　　　　　　 　 令和５年４月１日から令和６年３月３１日
（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　　（１）経常収益

 〔受取会費〕              １,７００,０００ １,６５０,０００ ５０,０００
　　受取会費 １,７００,０００ １,６５０,０００ ５０,０００
 〔事業収益〕              １５８,８６３,７１４ １５８,２５３,９１９ ６０９,７９５
　　政府機関・民間企業等受託金収益 １５８,３７９,３１８ １５７,６５５,８０５ ７２３,５１３
　　地域振興事業収益 ４８４,３９６ ５９８,１１４ △１１３,７１８
　　外国人技能実習生受入事業収益 ０ ０ ０
　　広報収益 ０ ０ ０
 〔受取寄付金〕            ０ ０ ０
　　受取寄付金 ０ ０ ０
 〔雑収益〕                １１,４７９ ２３,４３０ △１１,９５１
  　受取利息         ８５３ ５８３ ２７０
  　雑収益 １０,６２６ ２２,８４７ △１２,２２１
 〔その他経常収益〕            ０ ０ ０
　　退職給与引当金取崩益 ０ ０ ０

 【経常収益計】 １６０,５７５,１９３ １５９,９２７,３４９ ６４７,８４４
　　（２）経常費用

 〔事業費〕                １２１,１５７,２６３ １５４,３９５,８０１ △３３,２３８,５３８
　　情報収集・整備費 ０ ０ ０
　　広報費 ０ ０ ０
　　講演会等開催費 ０ ０ ０
　　中国農業委員会費 ０ ０ ０
　　熱帯野鼠対策委員会費 ２０,４８４ ２０,４８４ ０
　　専門委員会費 ０ ０ ０
　　調査・研究事業費 ３,９０７,１９３ ２,０９４,６７２ １,８１２,５２１
　　受入研修事業費 １７,８２１,５７２ １８,２８３,０４６ △４６１,４７４
　　外国人技能実習生受入事業費 １５７,５４１ ４４,５９４ １１２,９４７
　　50周年記念事業費 １９,０４４ ０ １９,０４４
　　期首製品等棚卸高 ４６０,３２２ １,８９４,８７３ △１,４３４,５５１
　　地域振興事業費 ５７６,７９２ ６１２,７１８ △３５,９２６
    期末製品等棚卸高 △４２２,７４７ △４６０,３２２ ３７,５７５
　　役職員給与 ６９,４５６,２８４ １０２,４９９,９４１ △３３,０４３,６５７
　　福利厚生費 １１,６９０,８１９ １１,４３３,１４９ ２５７,６７０
　　事務所費 ４,３９５,６００ ４,３７５,８００ １９,８００
　　交際費 １０１,０６７ １０９,１７５ △８,１０８
　　旅費交通費 １４９,６９７ １３８,３３０ １１,３６７
　　会議費 ０ ０ ０
　　通信運搬費 ９９,３６２ １０２,０４７ △２,６８５
　　消耗品費 １６５,７９８ １４３,３１６ ２２,４８２
　　印刷製本費 ７３,２６０ ９２,０７０ △１８,８１０
　　資料費 １０,８００ １１,７３６ △９３６
　　賃借料 １,３５７,２４１ １,３７２,０１６ △１４,７７５
　　租税公課 １０,４９７,２００ １０,９９３,６００ △４９６,４００
　　支払負担金 ０ ０ ０
　　雑費 ６１９,９３４ ６３４,５５６ △１４,６２２
 〔管理費〕                ８,６８３,３７７ ７,２９６,６１２ １,３８６,７６５
　　役職員給与 １,６６２,３２８ １,６３５,０６７ ２７,２６１
　　福利厚生費 ２３７,９６３ ２２３,２６２ １４,７０１
　　事務所費 ４８８,４００ ４８６,２００ ２,２００
　　交際費 １１,２３０ １２,１３１ △９０１
　　会議費 ５７,０００ ９１,０００ △３４,０００
　　旅費交通費 １６,６３３ １５,３７０ １,２６３
　　通信運搬費 １１,０４０ １１,３３９ △２９９
　　消耗品費 １８,４２２ １５,９２４ ２,４９８
　　印刷製本費 ８,１４０ １０,２３０ △２,０９０
　　資料費 １,２００ １,３０４ △１０４
　　賃借料 １５０,８０５ １５２,４４６ △１,６４１
　　租税公課 ７０,０００ ７０,０００ ０
　　支払負担金 ８３４,０００ ８５８,０００ △２４,０００
　　雑費 ６８,８８２ ７０,５０６ △１,６２４
　　什器減価償却費 ０ ０ ０
　　支払利息 ０ ０ ０
　　予備費 ０ ０ ０
　　退職引当金繰入 １,０４７,３３４ １,６４３,８３３ △５９６,４９９
　　５０周年記念事業引当金繰入 ４,０００,０００ ２,０００,０００ ２,０００,０００

 【経常費用計】 １２９,８４０,６４０ １６１,６９２,４１３ △３１,８５１,７７３
 【当期経常増減額】 ３０,７３４,５５３ △１,７６５,０６４ ３２,４９９,６１７

２．経常外増減の部
　　（１）経常外収益 ０ ０ ０
 【経常外収益計】 ０ ０ ０
　　（２）経常外費用 ０ ０ ０
 【経常外費用計】 ０ ０ ０

科　　　　　　　目
当年度

（Ａ）
前年度

（Ｂ）
増  減

（Ａ－Ｂ）



 【当期経常外増減額】      ０ ０ ０
 【当期一般正味財産増減額】  ３０,７３４,５５３ △１,７６５,０６４ ３２,４９９,６１７
 【一般正味財産期首残高】  ２８,４６２,５９６ ３０,２２７,６６０ △１,７６５,０６４
 【一般正味財産期末残高】  ５９,１９７,１４９ ２８,４６２,５９６ ３０,７３４,５５３

　　受取補助金等        ０ ０ ０
　　一般正味財産への振替 ０ ０ ０

Ⅱ　指定正味財産増減の部
 【当期指定正味財産増減額】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期首残高】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期末残高】  ０ ０ ０

Ⅲ　正味財産期末残高 ５９,１９７,１４９ ２８,４６２,５９６ ３０,７３４,５５３

当年度
（Ａ）

前年度
（Ｂ）

増  減
（Ａ－Ｂ）

科　　　　　　　目



Ⅱ．貸 借 対 照 表

令和６年３月３１日現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　　　目
当　年　度

　（Ａ）
前 年 度

（B）
増  減
（Ａ-Ｂ）

Ⅰ　資産の部

１．流動資産
    現金・預金 82,065,110 53,181,077 28,884,033
    未収入金 100,000 0 100,000
　　材料 4,981 0 4,981
　　半製品 393,503 426,023 △ 32,520
　　製品 24,263 34,299 △ 10,036
　　前払金 8,800 8,800 0
    仮払金 1,379,027 663,420 715,607
    流動資産合計 83,975,684 54,313,619 29,662,065

２．固定資産
    普通預金 5,615,916 4,568,582 1,047,334
    定期預金 1,000,000 1,000,000 0
    電話加入権 185,400 185,400 0
    固定資産合計 6,801,316 5,753,982 1,047,334

    資産合計 90,777,000 60,067,601 30,709,399

Ⅱ　負債の部

１．流動負債
　　未払金 13,668,051 22,697,618 △ 9,029,567
　　預り金 1,485,884 1,338,805 147,079
　　借受金 3,810,000 0 3,810,000
　　流動負債合計 18,963,935 24,036,423 △ 5,072,488

２．固定負債
　　退職給与引当金 6,615,916 5,568,582 1,047,334
　　50周年記念引当金 6,000,000 2,000,000 4,000,000
　　固定負債合計 12,615,916 7,568,582 5,047,334

　　負債合計 31,579,851 31,605,005 △ 25,154

Ⅲ　正味財産の部
　　その他一般正味財産 59,197,149 28,462,596 30,734,553
　　一般正味財産 59,197,149 28,462,596 30,734,553
　　正味財産合計 59,197,149 28,462,596 30,734,553
　　負債・正味財産合計 90,777,000 60,067,601 30,709,399



Ⅲ．財務諸表に対する注記

１. 重要な会計方針

(１)棚卸資産の評価方法

最終仕入原価法による。

(２)固定資産の減価償却の方法

什器備品：定率法による。
ソフトウェア：定額法による。

(３)消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税込み方式による。

２. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

電話加入権 185,400 0 185,400

185,400 0 185,400

３. 退職給与引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給与債務の見込み額を計上している。

(単位：円)

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

退職給与引当金 5,568,582 1,047,334 0 6,615,916

合    計



 

Ⅳ．附属明細書 

 

引当金の明細 

「公益法人会計基準」の運用方針（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定

等委員会）に定める附属明細書の記載上の留意事項に従い、財務諸表の注記に記載しているため、

内容の記載を省略する。 

 

 




